
(社）研究産業協会

目的・体制等

準備委員会 ①4/13
委員会 ①6/22 ②9/18 ③11/15 ④12/11　⑤2/19
国内訪問調査 7/14  IHI(技術系人材委員会と合同)

8/30-31　中部方面訪問調査[ブラザー工業, 産総研 中部センター,シャープ]
11/13    関西方面訪問調査[神戸製鋼]
12/7     関東方面訪問調査[浜松ホトニクス]

海外訪問調査 11/18-25スイス(技術系人材委員会と合同)
講演会 6/22 「イノベーションと研究開発マネジメント」

        (東京大学大学院総合文化研究科広域科学専攻　丹羽　清教授)
　　　　参加者:18名(除く事務局)
9/18　「Web2.0時代の研究開発モデル」
　　　　（東京工業大学　監事　西村吉雄氏）
　　　　参加者：19名（除く事務局）
12/11  フュージョン＆イノベーション 古田健二社長
　　　　参加者：13名（除く事務局）

準備委員会 ①4/27
委員会 ①5/28　②10/30 ③11/16 ④12/6 ⑤1/25 ⑥2/14
国内訪問調査 7/17  IHI(研究開発マネジメント委員会と合同)

10/23 Ｐ＆Ｇ（神戸）
海外訪問調査 11/18-25スイス　(研究開発マネジメント委員会と合同)
ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ 人材関係課題に関する委員会内でのディスカッション
講演会 10/30 人材育成に関する講演会

        三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティングサービス(株) 佐藤政人
        チーフコンサルタント
11/16 人材育成に関する講演会
        三菱電機(株) 杉本明 人材開発センター長
12/6 モチベーションに関する講演会
        (株)リンクアンドモチベーション 藤崎雄三 取締役
1/25 R＆D部門の人材活性化に動機分析とコンピテンシーをどう活用するか
　　　　(株)ヘイ･コンサルティンググループ　浅川　港　プリンシパル

準備委員会 ①6/11 ②7/10
委員会 ①8/8  ②9/27 ③10/31 ③11/19 ④1/23 ⑤2/27
海外訪問調査 11/25～12/2スウェーデン（新技術事業化戦略調査委員会と合同）
講演会 8/8 キャリア教育に関する講演会

　 ・アメリカのキャリア教育に関する講演
　　　　 千葉県教育研究会進路指導部会事務局
　　　　 千葉市立幕張本郷中学校 佐々木敬朗教諭
 　・キャリア教育に関する講演
　　　　 (株)リクルート ワークス研究所　 村田弘美主任研究員
     11名(事務局含まず)
9/27 キャリア教育に関する講演会
         筑波大学 藤田晃之 准教授
      7名(事務局含まず)
10/31 教育政策に関する講演会
          国立教育政策研究所 教育課程研究センター 名取一好総括研究官
11/19 都の地域連携教育への取組み
          東京都教育庁生涯学習部 梶野光信次席
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平成１９年度 活動概要(報告）
平成１９年度活動の進捗状況

１．目的、調査方針
　研究開発を推進するための先進的なマネジメント事例を調
査し、研究開発マネジメントのあり方のヒントを見出すこと
を目的とし、以下の２つを中心に調査を行う。
  ① 競争力ある研究開発事例の調査
  ② イノベーションへ向けた取組み

２．委員会構成
　企業委員　　21社　　　21名
　委員長  ：シャープ(株)　針池副参事
　副委員長：(株)リコー　冨田シニアマネジメント
　          大日本印刷(株)　細川シニアエキスパート
            ＭＨＩソリューションテクノロジーズ（株）
                            木村技師長

１．目的、調査方針
 研究開発に係わる技術系人材の育成及び評価・処遇における
問題点や先進的な取組みを調査することにより、技術系人材
の実力および活力の向上策を検討することを目的とし、以下
の２つを中心に調査を行う。
　①技術系人材の育成
　②技術系人材のモチベーション

２．委員会構成
  企業委員　11社　11名
  委員長  ：日本電気㈱  鹿田エグゼクティブエキス
                        パート
  副委員長：(株)三菱総合研究所  石塚主席研究員

１．目的、調査方針
近年、若手技術系人材の学力低下、資質低下や全体的な理
科・技術離れが指摘される中で、産学連携による人材育成な
ど、教育問題について調査・検討を行う.

２．委員会構成
　企業委員 4社 4名  学識委員 2名
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目的・体制等 平成１９年度活動の進捗状況

準備委員会 ①5/22
委員会 ①6/20 ②7/18 ③9/13 ④10/23　⑤11/8　⑥12/6
国内訪問調査 国内訪問調査　①11/5立命館大学　②11/1浜松商工会議所
海外訪問調査 海外調査　11/25～12/2スウェーデン（技術系教育問題検討委員会と合同）
講演会 9/13　「高臨場感ディスプレイとしてのPDPとその将来展望」

       （松下電器 PDPデバイスビジネスユニット　先行開発グループ　北川氏）
10/23 「製品アーキテクチャ論から見たDVD の標準化・事業戦略」
       （東大ものづくり経営研究センター　小川氏）
11/8 「中小企業の産学連携を利用したナノテク技術事業化の事例」
       （寿工業取締役技術部長　院去氏）
12/6　「コンセプト創造の勧め」
       （東京理科大　森健一教授）

委員会 ①7/11 ②9/14　③11/8　④12/25　⑤1/17
講演会

ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ
海外訪問調査

国内訪問調査

委員会 ①7/3  ②11/1　③11/21  ④2/7

講演会・ディス
カッション

11/1　「プロピリウス21の試行と成果」東大産学連携本部

ヒアリング 12/10筑波大学産学リエゾン共同研究センター、
12/17北海道大学創成・起業家育成研究部門、
12/18慶應大学インキュベーションセンター、12/18白鳥ナノテクノロジー、
1/10東京大学事業化推進部、1/10･25アルネアラボラトリ、
1/16東北大学事業化支援室、
1/22香川大学地域開発共同研究センター・四国TLO、
1/23ナイトライド・セミコンダンクター、1/23徳島大学知的財産本部、
2/5北海道ベンチャー・キャピタル

準備委員会 ①5/10
委員会 ①7/26 ②10/29　③1/28
講演会 10/29 「脱温暖化社会のライフスタイル」

　　　（東京大学先端技術研究センター　藤本特任教授）
1/28  「環境政策と企業戦略」
　　　 (早稲田大学　社会科学総合学術院  社会科学総合学術院　黒川 教授）

国内訪問調査 12/21　産総研　資源・エネルギー部門コーディネーター　神本氏

委員会 ①5/24 ②6/14 ③7/20{大阪 理学電機工業殿会議室にて} ④8/21 ⑤9/18 ⑥10/11
⑦11/20 ⑧12/12 ⑨1/24 ⑩2/20 ⑪3/5

アンケート調査 ・検査・分析関係企業を対象に実態調査を実施
・損害保険会社を対象に、試験機関向け損害補償保険に関する調査を実施

講演会 ・9/18　産業分類統計に関する講演会
　　　　 東京大学大学院 経済学研究科　福田教授
・11/20 適合性評価に関する講演会
         （財）日本適合性認定協会 試験所認定部技術統括マネジャー　青柳氏
・1/24 試験機関向け損害保険商品に関する聞き取り調査
　　　　・三井住友海上殿、損保ジャパン殿

国内訪問調査 ・7/20 大阪府立産業技術総合研究所
・9/12 日本EMC
・10/3 神奈川県産業技術センター
・11/16　独立行政法人 物質・材料研究機構/独立行政法人産業技術総合研究所

産学連携検討
委員会

研究開発国際
展開検討委員
会

検査・分析委
員会

１．目的、調査方針
　新技術を事業化する際における問題点や支援のあり方等を
調査することを目的とする。

２．委員会構成
　企業委員　　１１社　　　１１名
　委員長  ：日新電機(株)  飯沼グループ長
　副委員長：石川島播磨重工業(株)   中山課長

新技術事業化
戦略調査委員
会

環境技術調査
委員会

１．目的、調査方針
　環境技術に関する現状や課題などに関して「これからの読
み」の視点で広めの調査活動を行い、全体マップ作りを行
う。また、規制、有害物についても検討を行う。
２．委員会構成
　企業委員 ８社　８名
　委員長　：(株)東芝　稲葉技監
　副委員長：川崎重工業(株)　高尾上級専門職

１．目的、調査方針
　研究開発における国際展開の現状や課題などについて、海
外に拠点を持つ日本企業及び日本に拠点をもつ外国企業の事
例などを調査し、企業行動の中での国際展開を議論していく
こととする。
 
２．委員会構成
　企業委員 ５社 ５名  学識委員 １名
　委員長　：三菱電機(株)　出井専任
　副委員長：北海道大学　高橋教授

１．目的、調査方針
検査・分析事業の実態把握を行うとともに、事業発展に関す
る諸課題の抽出、検討、業界の社会的認知のための活動行う
ことを目的とし、以下の３点を中心に調査を行う。
  ①検査・分析業界の実態調査
  ②適合性評価に係る動向調査
  ③その他検査・分析業界の共通課題

２．委員会構成
  企業委員 １８社 １８名
　委員長　：(株)東レﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ　桑原部長
  副委員長：(株)日産アーク　　山口部長
　　　　　　ユニケミー　　　　服部執行役員
　　　　　　理学電機工業(株)　多田副事業部長

9/14   研究協力の取り組みに関する現地情報について
　    （産総研　国際部門　八木審議役、　METI　 国際室　 岡倉室長）
12/25　研究開発の国際化
　　　（南山大学大学院ビジネス研究科　吉原英樹教授）
1/17　日本企業の研究開発における国際展開の現状、グローバル研究開発モデル、
グローバル企業の事例紹介
　　　（東京大学東京大学大学院 総合文化研究科広域システム科学専攻　博士課
程
パルファン・クリスチャン・ディオール・ジャポン（株）森武　美穂）
2/18　日本企業の海外研究所に関する実態について（三菱化学米国研究所　所長折
戸氏）

１．目的、調査方針
　産学連携における現状や問題を把握することを目的とし、
特許権と独占使用権の問題、産学連携の成功事例、失敗事例
の調査、国内外の調査等を行う。

２．委員会構成
　企業委員 ８社 １１名  学識委員 １名
　委員長　：(株)リコー　北口課長
　副委員長：(株)日立製作所　新谷担当部長
　　　　    古河電工(株)　橘マネージャー


